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○寄本会長  ただいまより、平成１９年度第１回、新宿区情報公開・個人情報保護審議

会を開会いたします。よろしくお願いいたします。最初に、新たに委員になられた方

もいらっしゃいますので、事務局の方からご紹介いただきたいと思います。区政情報

課長さん、お願いします。 

○区政情報課長  事務局です。最初に、６月１日に予定しておりました本審議会の開催

中止について、ご説明申し上げます。 

６月１日に予定されておりました本審議会ですけれども、同じ時間帯に新宿区落合第

二特別出張所等の区民施設落成式がございました。区の事業が重複することとなってしま

いました。審議会の年間日程については、会長・副会長とご相談させていただき、４月に

委員の皆様にお知らせしておりましたが、会長・副会長と相談させていただいた際に、６

月１日に落成式があることについて、事務局として把握しておりませんでした。今回、開

催のご案内をしたところ、落成式の関係でご出席いただけないという委員が何人かいらっ

しゃいました。また、それ以外にもご都合がつかなくなって、ご欠席になるとの委員もい

らっしゃり、最終的に出席いただける方が８人という状況になりました。６月１日に開催

した場合は、万一、お一人でもご欠席になってしまいますと、条例上の定足数を欠いて、

審議会自体の開催ができなくなってしまうというおそれがございました。そのため、事務

局として、会長・副会長にご相談をさせていただき、急遽中止とさせていただきました。

大変お忙しいところ、日程を確保いただいておりましたのに、大変申しわけございません

でした。 

なお、６月１日にかわる日としまして、別途日程調整を会長・副会長にご相談してお

りますので、本日の審議が終了した際にご連絡をいたしますので、よろしくお願いいたし

ます。 

それでは、委員のご紹介をいたします。 

まず、新委員のご紹介です。今回、区議会議員の改選が行われました関係で、区議会

議員の委員の方が新たに当審議会委員として委嘱されましたので、ご紹介させていただき

ます。 

深沢としさだ委員です。 

ひやま真一委員です。 

有馬としろう委員です。 

あざみ民栄委員です。 

久保合介委員です。なお、本日は、久保委員はご欠席というご連絡をいただいており

ます。 

以上の５名でございます。 

また、新しく委員になられた方に現在の委員の方をご紹介させていただきます。 

学識経験委員です。寄本会長です。 

山口副会長です。 

森岡委員です。 

区内団体関係委員です。鈴木委員です。 

 中矢委員は、本日欠席とのご連絡をいただいております。 

 鍋島委員です。 
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 村上委員です。 

 信夫委員です。 

 区民委員です。神崎委員です。 

 近藤委員です。 

 以上となっておりますので、よろしくお願いいたします。 

 続いて、事務局職員のご紹介をさせていただきます。 

 この４月の異動に伴いまして、審議会の職員に異動がございました。新たに異動してま

いりました職員をご紹介させていただきます。 

 情報公開担当の大谷主任主事が国保年金課に異動し、後任を総務課から異動してまいり

ました野島主任主事が担当することとなりました。 

 また、区政情報課長の木全が職員課長に異動となり、後任の区政情報課長を私、橋口が

務めさせていただきます。よろしくお願いいたします。 

 最後に、新宿区では、平成１５年１０月以降、付属機関の会議概要についてホームペー

ジに掲載することとなり、本審議会についても、平成１５年度当初から会議概要を掲載し

ております。また、当審議会の委員名簿もホームページに掲載しておりますが、皆様のお

手元にお配りしてあります委員名簿の内容、こちらになります。こちらで更新いたします

ので、あらかじめご報告をいたします。 

 なお、昨年の審議会でご了解をいただいておりますが、会議録につきましても、会長・

副会長にご確認をいただいた後、会議録を要約したものを議事概要としてホームページに

掲載させていただきたいと考えております。よろしくお願いいたします。 

 事務局からは以上です。会長、よろしくお願いいたします。 

○寄本会長  ありがとうございました。では、ご発言はどうぞお座りのままで結構です

ので、よろしくお願いします。 

 それでは、皆様方にあらかじめお送りいたしております資料につきまして、事務局の方

からご説明お願いします。 

○区政情報課長  事務局です。それでは、座らせたまま説明させていただきます。 

 事前にお送りした資料ですが、平成１９年度第１回及び第２回審議会に係る諮問・報告

事項に関する資料でございます。机上配付資料は、１、本日の次第でございます。こちら

になります。次が平成１９年度年間予定表でございます。こちらになります。次に、平成

１９年度５月２３日現在の委員名簿、公開用でございます。それから最後になりますけれ

ども、資料１１として、平成１８年度情報公開制度・個人情報保護制度の運営状況、Ａ４

版の横とじのものでございます。すみません、資料１１というふうには肩に付っていない

ようですけれども、こちらが資料１１になりますので、よろしくお願いいたします。 

 以上４点でございます。 

 なお、机上の審議会の年間日程につきましては、既に皆様にお送りしてあるものと同じ

ものでございます。 

 次に、本日のご予定ですけれども、次第をごらんいただけますでしょうか。当初、資料

番号順にご審議をいただく予定でございましたが、２日間で予定していた審議会が、先ほ

どお話ししましたように、１日目を中止という形になってしまいました関係で、本日ご審

議をお願いする順を次第の順でお願いしたいと考えております。必ずしも資料の番号順と
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はなっておりませんが、なにとぞよろしくお願いいたします。 

 なお、資料６は、障害福祉サービスにおける介護給付等の支払事務を国保連合会に委託

し、その委託に当たってオンライン結合を伴うものとなりますので、一括してご説明させ

ていただきたいと考えております。よろしくお願いいたします。 

 また、資料番号９については、情報公開条例及び個人情報保護条例の改正に関するもの

です。条例の改正については、昨年、諮問事項としてお諮りしたところでございますが、

今回の改正は法律の改正に伴う文言調整となりますので、会長・副会長ともご相談をさせ

ていただき、報告事項とさせていただいております。 

 なお、今回の事務作業の都合もございますので、本日中に資料１６までは何とかご審議

いただければと考えております。よろしくお願いいたします。 

 また、本日机上にお配りした平成１８年度情報公開制度・個人情報保護制度の運営状況

ですが、時間の関係で説明は次回とさせていただきたいと思います。 

 なお、この概要を６月１５日号の広報しんじゅくに掲載する予定でございます。よろし

くお願いいたします。 

 また、資料５の表題が、「新宿情報公開・個人情報保護審議会」というふうになってい

まして、「区」が抜けております。申しわけありませんけれども、資料一覧とあわせて訂

正をお願いいたします。 

 以上でございます。よろしくお願いいたします。 

○寄本会長  ありがとうございました。それでは、事務局の方からただいま説明がござ

いましたように、資料番号順とは多少変わりますけれども、本日の次第に沿って審議を行

います。 

 まず資料４、国民健康保険料の住民税所得割税率フラット化に伴う激変緩和措置のため

の電算処理システムの修正について、諮問事項を審議いたします。 

 国民年金課長さんからご説明をお願いいたします。 

○国保年金課長  国保年金課長の中川でございます。どうぞよろしくお願いします。 

 それでは、資料４がございますが、よろしでしょうか。資料に沿いましてご説明をさし

上げたいと存じます。座らさせていただきます。 

 「国民健康保険料の住民税所得割税率フラット化に伴う激変緩和措置のための電算処理

システムの修正について」ご審議いただきたいと存じます。 

 ページをめくっていただきまして、２ページをごらんいただきたいと存します。 

 まず、事業の概要でございます。まず前提といたしまして、２３区の国民健康保険料は、

住民税の額に何％という比率を掛けて算出しているものでございます。ことしの住民税は

税法改正がございまして、超過累進課税、所得に応じて率が上がっていくものが１０％と

いうフラットになったという税法改正がございました。そうしますと、今までのやり方で

いると、例えば所得が２００万円以下の方については、今まで都民税、区民税が５％だっ

たものが、１０％になってしまうという税法の改正になってしまいます。それに率を掛け

ますと、保険料もそれに比例して上がってしまうということになりますので、２３区共通

にその激変を緩和しようというような目的でございます。 

 また資料に戻っていただきたいと思うんですが、事業内容につきましては、そういった

趣旨から、７００万円以下、つまり７００万円も２００万円部分というのは５％だった部



 

 ４

分も持っているわけですし、そもそも２００万円以下の所得の人も５％だったものが１

０％になるというところを、国保独自の激変緩和措置としまして、総所得の２．５％をま

ず住民税の計算からとって、独自の所得換算して、そこに国民健康保険料の料率を掛けて

いきたいという内容でございます。 

 具体的に申し上げますと、３ページをごらんいただければと存じます。３ページの表の

３つ目をごらんいただきたいんですが、情報項目ですが、まず対象とする個人の範囲でご

ざいます。これは国保加入者、被保険者を対象とさせていただきます。 

 それから２番に書いてありますが、記録項目ですが、課税総所得金額、これは収入から

いろいろな控除を引いた、いわゆる課税標準のことを言うわけでございますが、課税総所

得金額を記録させていただきたい。 

 それから激減緩和措置金額、つまり国保独自に激変緩和をして、控除した額というのを

記録をさせていただきたい。 

 それから、その後の国保の計算した激変緩和後の住民税額を出させていただいて、そこ

に料率を掛けるわけですが、そこまでを記録をさせていただきたいというところが、まず

記録の項目でございます。 

 それから３番でございます。記録するコンピュータにつきましては、いわゆる国保情報

システム、これはホストコンピュータを使っているわけですが、そこのデータベースの所

得レコードに記録をさせていただきたいということでございます。 

 続きまして、次の欄でございますが、追加の理由でございます。理由は先ほど申し上げ

たところでございますが、この内容につきましては、既に１９年の第１回定例会におきま

して、議会のご了承を内容的には受けているところでございます。それできょうのご審議

でご了解をいただきましたあかつきには、システムを改修いたしまして、保険料の通知書

に反映させて発送していきたいというものでございます。 

 それで、次の下の欄の内容でございますが、ここにつきましては重複してしまいますの

で、省略をさせていただきたいと思います。 

 次の欄でございますが、この処理につきましては、完全に自区内で処理をさせていただ

くということを考えております。 

 それから最後の欄でございます。新規開発・変更の時期でございますが、本審議会、ご

了解いただければ、直ちに着手をさせていただきまして、当初の納付通知の６月１５日に

間に合わせていただきたいという内容でございます。 

 以上、雑駁でございますが、説明を終わらせていただきます。よろしくご審議いただき

たいと存じます。 

○寄本会長  ありがとうございました。それでは、どうぞご質問・ご意見ございました

ら、ご自由にどうぞ。 

○有馬委員  有馬です。１点だけちょっと伺いたいんですが、これはフラット化に伴う

激変緩和措置の電算処理なんですけれど、これは自区内処理という話ですが、例えば新宿

区内で、この処理のための件数なのか、いわゆる人数なのか、どのぐらいの件数の処理に

なるわけですか。 

○国保年金課長  ご質問ですが、これはまだデータを最新で回していないんですが、去

年の所得階層から見ると、約４万３，０００人程度が対象になるという試算をしておりま
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す。 

○有馬委員  そうすると、この４万３，０００人、かなり膨大な方がいらっしゃるわけ

ですけれど、これは恐らく２３区の中で、同じ足並みでやっていかれるわけですよね。そ

うすると、これ、例えば他区と比較すると、この電算処理の件数というのは、ほとんど平

均的なレベルの数なんですか。 

○国保年金課長  具体的なデータは、これからどこも試算するかということもあってわ

からないんですが、所得階層の分布なんかがあるものですから、間違いなくこれだとは申

し上げられないんですが、中庸な位置づけではないかと考えております。 

○有馬委員  そうすると、これは処理に当たってのコンピュータ上のシステムの問題と

いうのは、この件数を処理するに当たっては、大きく障害とか弊害というのがあるという

ことは全く心配はないわけで、これはどのぐらいの期間でやられるのですか。 

○国保年金課長  これは実際には、レコードを受け皿といいましょうか、その箱はもう

用意してありますので、きょうご了解いただければ、税務情報から国保情報に入れるとい

うプログラムを一つつくらせていただいて、情報をどどっと一気に入れて、後は刷ってい

くということでございますので、いわゆる開発の難度というのは余り高くないというふう

に考えてございます。ですから、期間も６月１５日までにどうに間に合わせなければいけ

ませんので、あとは刷る方がむしろ大変なものなのですが、プログラムは数日で終わるも

のと我々も考えております。 

○寄本会長  よろしいですか。 

○山口副会長  記録項目のことなんですが、課税総所得金額、余りこの税法詳しくない

んですけれど、まず住民税を計算して、住民税に基づいて保険料が決まる。こういう趣旨

と理解したんですけれど、それで今まで何が入っているかなんですね。前に一度、情報課

の方でご検討いただきたいんですけれど、追加か変更だという場合は、もとに何があった

かがわからないと、何を変えようとしているかわからないので、普通だったら、今まで記

録されている記録項目がまず全部ここにどこかページにあって、これを追加しますよと、

これを削除しますよというふうに言われないと、ちょっとわかりにくいので。 

 それで問題は、住民税そのものは、もう既に記録項目があって、それで総所得だけじゃ

あしようがないので、住民税がどうも基準らしいので、住民税の記録がまずあって、それ

からここにある緩和措置があって、それで緩和措置法の住民税が出るんじゃないかなと、

こう思うわけですよね。そうすると、要するに、住民税ってどこから持ってくるのと。今

ちょっと説明ありましたように、税務課から持ってくるわけですよね。その税務課から情

報を持ってくるというのは、そこを私は今、聞こうとしているわけですが、税務課から情

報を持ってくるというのは、既にここで許可をして、既に記録項目として取得できている

けど、なんですかねということなんですよ。言いたいことはそういうことなんです。確認

です。 

○国保年金課長  ご質問、新旧がなくて、わかりづらくて申しわけございませんでした。 

 ご質問のところにつきましては、まず、そもそも持っているデータでございますが、ご

指摘のように、住民税、今、持ってございます。ただ、今度、国保のこの考え方というの

が、住民税を仮計算をこちらで、要は１０％のフラット化を、ざっくばらんに言うと、住

民税率が７．５％になるという仮定をして、もう一度、新たに激変緩和後の税金を仮税額
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を出して、そこに国保の料率を掛けていくという考え方でございます。したがいまして、

住民税はご指摘のように持っておりますし、合計所得金額というのは持っているわけなん

ですが、課税総所得金額そのものは、今までの国保の計算で必要なかったものですから、

ここについて新たにいただかなければいけない。税務課からもらうというところの項目に

なるというところでございます。 

 あと、後段のところにつきましても、税情報を国保に利用させていただくということ自

体が、既にかなり当初から審議会ではもうご了解いただけているということで、我々も理

解しておりますので、その一つということで、了解されているというふうに我々も思って

いるところでございます。 

○区政情報課長  区政情報課長です。今、副会長の方からご指摘がありましたように、

今の様式ですと、記録項目というのが追加の部分で、既存の部分が何があるかがわかりま

せんので、様式については、次回以降、既存の記録項目と追加とか、そういった記録項目

という形で、それがわかりやすいような形を検討してみたいというふうに思っております。

よろしくお願いいたします。 

○山口副会長  要するに、ちょっと気をつけて、これ、どう扱うかですけれど、税務課

からこのデータをとってくるというのを、ちゃんと本来ならとってくることというのは、

税務課の方で目的外に使用させるということになるわけですよね。だから、そういうこと

をどちらの申請として、諮問でここに書けるのか。今みたいに、記録項目がふえますよと

いうだけの問題じゃなくて、情報をとってくるという問題だと思うんですよ、これは。税

務課から新たに情報をとってきていいかという諮問が来るべきなので、記録項目をふやせ

ばいいだけという問題じゃないと思うんですよ。記録項目をふやすというのは、自分のと

ころにある情報を、これを今までペーパーでやっていたものをコンピュータに入れて、そ

の大量処理ができるようにしますよというときに、この記録項目の承認として諮問が来て

もいいんですけれども、今回の場合はそうじゃなくて、税務課から新しい情報をとってく

るとすれば、それはそういう形の諮問に直すべきだというふうに思いますので、きょうは

とりあえずいいですけれど、そこらを情報課の方でもきちんと指導していただきたいとい

うことなんです。 

○区政情報課長  区政情報課長です。今の副会長のご指摘なんですけれども、今回の記

録項目の追加につきましては、これは法令に該当する目的外利用となりますので、今回の

審議会の報告事項には当たらないという形になっております。 

○寄本会長  ほかにございますか。 

[｢なし｣の声あり] 

 それでは、ございませんようでしたら、これは諮問事項ですので、承認させていただく

ということでよろしいでしょうか。 

[｢異議なし｣の声あり] 

 ありがとうございました。 

 それでは、次に資料５の報告事項、新宿区情報公開・個人情報保護審議会（平成１９年

度第１回）への報告について、について審議いたします。 

 これは昨年の審議会において、国民健康保険料未納者対策のために社会保険庁へ個人情

報を外部提供する旨の諮問に対しまして、未納者の範囲が過度に拡大されないよう協議す
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るよう意見を付したことを踏まえまして、審議会が社会保険庁と協議した結果の報告とい

うことになります。 

 それでは、国民年金課長さんからご報告をいただきます。 

○国保年金課長  国保年金課長、続けてご報告をさせていだきます。資料５に基づいて

ご報告させていただきます。 

 記書きの１、２につきましては、会長がもうご説明させていただきましたので省略させ

ていただきたいんですが、調整内容のご報告をさせていただきます。 

 指摘事項がありましたように、少しでも未納者があった場合、リストを出すのはいかが

かというご指摘を受けまして、社保庁と調整をさせていただきまして、国民年金未納者、

国保が提出する未納者リストにつきましては、提供時点の直前の未納月が３カ月以上の者

ということにさせていただきました。 

 その結果によりまして、一・二カ月の短期未納者については、もう外させていただいて、

また、過去に３カ月以上、つまり直前に納付があれば、それも対象外とさせていただきま

した。 

 その結果、ちょっと順序が逆になるんですが、３万５，０００余のリストであろうと予

想していたものを、この条件によりまして、実際に提供した数が９，２９３件ということ

に絞らせていただきました。 

 なお、この扱いにつきましては、１９年の２月１５日、社保庁と覚書を締結させていた

だきまして、目的外利用あるいは３カ月以上の未納の者に限るということで調整させてい

ただきまして、提供させていただいたということでございます。 

 以上、報告でございます。 

○寄本会長  ありがとうございました。それでは、どうぞご質問、ご意見、よろしくお

願いします。 

○あざみ委員  あざみです。未納者の範囲が過度に拡大されないようにという指摘で、

このようになったということですけれども、この３カ月という期間についても、社保庁と

の調整の中で決まったことなんでしょうか。その３カ月というのが、何か理由というので

しょうか、根拠があって、この期間までというふうにしたんでしょうか。 

○国保年金課長  ３カ月にしたというのは、一つ、社保庁の向こうの事務の取り扱いの

関係もあるんですが、未納一、二カ月につきましては、所得状況に関係なく一律にいろい

ろ、例えば免除、納付のしょうようをしているような扱いだということも聞いております。

したがって、３カ月以降については、所得に応じたいろいろなしょうよう方法を考えてい

るということなので、だったら３カ月以上のものにしようというふうになったということ

で決めさせていただきました。 

○あざみ委員  あと、すみません、ちょっとよくわからないんですけれど、この実績と

いうところに書いてある覚書の締結時期とあるんですけれど、これはどこと締結をしてい

るという意味なんでしょうか。 

○国保年金課長  締結先は、社会保険庁の新宿社会保険事務所と区で覚書を締結させて

いただいております。 

○寄本会長  どうぞ、ほかにございましたら。よろしいですか。 

[｢なし｣の声あり] 
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 では、これは報告事項ですので、了承ということにさせていただきたいと思いますけれ

ど、よろしいでしょうか。 

[｢異議なし｣の声あり] 

 ありがとうございました。 

 次に、資料６関係の障害福祉サービスにおける介護給付費等支払事務の委託についてと、

介護給付費等支払事務委託による、障害者自立支援システムの外部結合については一連の

業務となりますので、諮問事項と報告事項につきましては一括して説明とご報告をいただ

きます。 

 障害者福祉課長さんから、よろしくお願いいたします。 

○障害者福祉課長  障害者福祉課長の杉原です。それでは、資料に基づいて報告の方か

らご説明いたします。 

 件名は、「障害福祉サービスにおける介護給付費等支払事務の委託について」でござい

ます。 

 保有している情報は、保有課は私ども、登録業務の名前は障害福祉サービスでございま

す。委託業者と委託に伴う提供情報ですが、委託先は東京都国民健康保険団体連合会、国

の特殊法人でございます。情報の記録媒体ですが、電磁的媒体でございます。提供先も電

磁的な媒体で、障害者自立支援給付支払等システムサーバーでございます。 

 保有している情報項目ですが、別紙の個人情報業務登録票のとおりでございますが、そ

のうちのすべての情報を提供するわけではございません。右に書いてございますように、

事前のセットアップ情報として、この９月までに氏名、生年月日、障害情報、障害の内容

や程度区分等でございます。支給決定情報、サービスの支給決定に係る情報でございます。

契約情報は、契約のサービスを提供する事業所や年月日等でございます。それから随時情

報と申しまして、毎月１回、支払いに伴って提供をする利用情報等でございます。 

 委託の理由でございますが、国民健康保険団体連合会に事務を委託することで、これま

で自治体ごとにばらつきのあった請求審査・支払の事務の平準化と効率化を図ることが可

能となるためでございます。 

 なお、当該事務の委託は、障害者自立支援法第２９条第８項により委託できるものとさ

れ、ここには委託の相手方として、国保連合会が法律上も明記されてございます。 

 当該事務の委託については、障害者自立支援法の施行時より、国が推奨して、ほとんど

周知でございますが、全国レベルで一斉に展開されるものでございます。 

 委託内容は、障害者の介護給付費と及び訓練給付費の請求受付と審査、支払に関する事

務でございます。 

 この６月からの委託予定でございますが、本稼動は１０月からの予定です。 

 委託に当たり、区が行う情報保護対策ですが、別紙の特記事項を付し、委託事業者とし

ての情報保護対策としましても、国保連合会が独自に個人情報保護に関する規則、電子計

算処理のデータの保護規定、セキュリティポリシーとプライバシーポリシーを定めてござ

いますので、こちらを遵守していただきます。 

 ついております資料は、私どもの個人情報業務としての登録票と、情報業務の文書目録

及び委託に当たって取り交わす特記事項でございます。 

 引き続き、諮問の案件についてのご説明をいたします。件名は、「介護給付等支払事務
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委託による、障害者自立支援システムの外部結合について」でございます。 

 保有課は私どもで、登録業務の名称は先ほどと同じです。 

 結合される情報項目でございますが、障害福祉サービス利用者（支給決定者）の氏名、

生年月日、障害情報、支給決定情報、契約情報、利用情報などでございます。 

 結合の相手方は、東京都国民健康保険団体連合会でございます。ちなみに、この国保連

は、都道府県単位に設置されております。 

 結合する理由ですが、先ほどと同様でもございますが、支払事務の円滑化を図るために

は、システムの結合が必要不可欠なものでございます。 

 なお、このシステムが稼動しますと、障害者に対する介護を行う事業者は、国保連に対

してインターネットで請求をし、国保連の方からは、その請求情報を一度チェックした上

で、各自治体にＩＳＤＮ回線で送ってくるというものでございます。 

 結合の形態は、データ伝送専用のパソコンをＩＳＤＮ回線により、国保連の支払いシス

テムにつなげるというものでございます。 

 結合の開始時期は、先ほどの委託と同様に、本稼動は１０月からの予定です。 

 情報保護の対策といたしましては、ＩＳＤＮ回線とすることで、接続先を制限すること。

伝送されるデータについては、伝送セキュリティのソフトウェアや暗号化により漏洩・盗

用・改ざん等を防止いたします。データ伝送の専用のここに置くパソコンには、ＩＤとパ

スワードによるアクセス制限を設けて対応いたします。 

 なお、この国保連との結合は、介護保険制度につきましては、平成１５年度から既に運

用されているものでございます。 

 添付いたしました資料は、このシステムの構築に向けて、厚生労働省の方で作成したも

のですが、一部分をご紹介しますと、右下にページが打ってございますが、２ページに図

が出ております。ことしの９月までは、各サービス事業者が各自治体にばらばらに請求し

ておりましたが、間に国保連合会が入ることによりまして、請求と支払いの事務が一本化

されるものでございます。 

 私どもといたしましても支払いに当たり、毎月何百件も支出を起こしていたものが１本

でおさまるというメリットがございます。 

 続きまして、４ページの方ですが、請求から支払いまでの流れでございます。サービス

事業者は国保連合会にインターネットで請求を行い、国保連合会の方では受付と点検を行

い、市町村の方に内容の照会をデータ送信で行います。新宿区の方では、請求データの内

容点検を行った上で、改めて国保連合会に支払いを行うという流れとなってございます。 

 続きまして、６ページには、回線の様子が書かれてございます。国保連合会と都道府県

または市町村との間は、専用のＩＳＤＮ回線でございます。 

 以上、資料を含めまして、雑駁でございますが、説明とさせていただきます。 

○寄本会長  ありがとうございました。それではまず、報告事項から審議いただきます。 

 障害福祉サービスにおける介護給付費等支払事務の委託につきまして、ご質問、ご意見

ございましたら、よろしくお願いします。どうぞ。 

○あざみ委員  あざみです。国保連の方に委託をするということが効率化を図ることに

なるということですけれども、今、少しご説明もありましたけれども、事業者とのやり取

りについては一本化するということでのメリットというのがあるようですけれども、具体
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的に、職員が今までやっていた事務がこれくらい軽減されるんだとか、そういうわかりや

すいものというのはございますか。 

○障害者福祉課長  それは支払システムの流れの資料４ページ・５ページを改めてごら

んいただきたいのでございますが、請求に当たりまして、事業者から国保連に届いたもの

は、国保連のシステムで一度チェックを受ける。点検を受けて、私どもの方にデータとし

て届きます。単純な積算ミスでございますとか、そういう部分は、国保連のシステムが基

礎的なチェックを行います。その上で、送られてきました資料につきましては、私どもは

今現在、紙ベースで行っているものと比較しては、はるかに楽にはなるのですが、一通り

点検をすることは変わりません。 

 なお、支出に当たりましては、私どもの会計室の方では、毎月数百件の処理をしてござ

いますので、それが国保連へ一本化されるという点では、かなりの事務軽減にはなると考

えてございます。 

○あざみ委員  それで国保連、介護保険の方の給付の、それは諮問の方になるのかな。

今、報告と諮問は一体で質疑をしているのですか。 

○寄本会長  今は報告事項に限っております。 

○あざみ委員  そうですか。どこまでが報告で質問をしたらいいのか、ちょっとわから

ないですけれども、いいですか、とりあえず。委託の部分について聞けばいいですね。 

 じゃあ、委託の部分で。国の制度としての自立支援法の枠内での手続きは、すべて一律

だと思うんですけれども、各自治体によって、サービスの上乗せだとか利用者の負担軽減

策とか、独自にいろいろやっている自治体がふえてきているんですけれども、その辺のこ

とは、このシステムとは、委託内容とはどう関係するのか。どうなんでしょうか。 

○障害者福祉課長  国保連が用意しておりますシステムは、今のところ全国一律の利用

者負担１割という原則のものでございますので、私どもが独自に導入しております軽減策

のシステムへの反映については、改めてそこは国保連と調整をして、カスタマイズした上

で対応します。その際は、改めてこの審議会にもその内容をお諮り申し上げます。 

○あざみ委員  そうすると、今のところ国保連に任す部分と、そうではない区独自のサ

ービスについては、区が独自にやるということで、いずれはやっていただけるようになる

ということなんですか。それは近いうちに。 

○障害者福祉課長  国保連と契約を交わすのは、東京都が２３区分を一括して契約いた

します。各区によって軽減策はさまざまでございますので、実際の運用、支払事務がスタ

ートする前に、区の独自の軽減策の部分は、運用の開始前にはなかなか間に合わないかも

しれませんが、早いうちに必ず反映できるようにいたします。 

○あざみ委員  今の時点では、自立支援法は国がつくって制度化しているものですので、

一定の共通性がもちろんある。だからこそ国も推奨、ほとんど指示という形でやってきて

いるんでしょうけれども、これからそれぞれサービス料ですとか、軽減策とかいろいろや

られていて、それぞれ自治体独自のやり方というのが行われてくるというか、地方自治が

強くなってくるということでは、余り国が推奨するというのは、一般的に見ても、私は何

かこの推奨（指示）というのが非常に気になるんですけれども、こういうやり方というの

は、今までもあったと思いますけれども、こうしない自治体というのは、この指示に従わ

なくてもやっているような自治体というのはあるんですか。皆さん入られるのですか、こ
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れに。 

○障害者福祉課長  今回のシステムの接続に関しましては、加入しない自治体というの

は聞いてございません。 

○寄本会長  ほかにございましたら、どうぞ。よろしいですか。 

[｢なし｣の声あり] 

 では、本件の委託につきましては、了承ということでよろしいでしょうか。 

[｢異議なし｣の声あり] 

 ありがとうございました。 

 次に、この委託を行うに当たりまして、必要な情報のやり取りのためのオンライン結合

を行う点で、この諮問でございます、介護給付費等支払事務委託による、障害者自立支援

システムの外部結合について、この点につきまして審議いたします。 

 どうぞ、ご質問、ご意見ございましたら、発言願います。よろしいですか。 

[｢なし｣の声あり] 

 では、本件は諮問事項ですので、承認ということにさせていただきたいと思います。よ

ろしいでしょうか。 

[｢異議なし｣の声あり] 

 ありがとうございました。 

 続きまして、資料７、図書館情報システムのセキュリティ向上のためのデータ項目追加

につきましての諮問事項を審議いたします。 

 中央図書館長さんからご説明いただきます。 

○中央図書館長  中央図書館長の小柳でございます。よろしくお願いいたします。 

 それでは、お手元の資料に基づきましてご説明をさせていただきます。 

 まず、図書館情報システムの業務実施権限の設定でございます。担当課は中央図書館。

目的はセキュリティの向上。対象者は区の職員、新宿区図書館奉仕員、実習生、臨時職員。 

事業内容につきましては、図書館情報システムに登録されている個人情報の保護に関

して、セキュリティを向上させるため、二つの対策を講じます。 

 一つは、図書館情報システムの業務実施権限を個人ごとに設定することにより、不当な

個人情報の閲覧及び情報漏洩等を防止すると。 

 ２番目としまして、個人ごとに交付されるパスワードによる運用により、第三者（他の

業務担当者等）による個人情報の盗用、改ざん、成りすましを防止する。 

 次に件名でございますが、「図書館情報システムのセキュリティ向上のためのデータ項

目追加について」でございます。 

 保有課は中央図書館でございます。 

登録業務の名称としまして、それぞれ個人、団体の利用者登録、それから図書資料、

視聴覚資料等の貸し出しでございます。 

 記録される情報項目としましては、まず１番としまして、個人の範囲。区の職員、新宿

区図書館奉仕員、実習生、臨時職員。記録項目としましては、氏名、所属、性別、パスワ

ード、ＩＤ、登録日、末梢日、業務実施権限。記録するコンピュータは、図書館情報シス

テムでございます。 

 新規開発・追加・変更の理由でございますが、現在、図書館情報システムは区の職員及
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び新宿区の図書館奉仕員が専用に利用しております。実習生については、誓約書を徴収の

上で職員臨時立会いのもと研修利用しています。今後は、臨時職員のシステム利用を可能

にするため、システムの業務実施権限を個人ごとに設定する。また、図書館情報システム

の業務実施権限を個人ごとに設定することにより、不当な個人情報の閲覧及び情報漏洩等

を防止しセキュリティを向上させます。 

 次に、新規開発・追加・変更の内容でございますが、図書館情報システムに業務実施権

限の項目を４項目ほど追加いたします。 

まず一つは、区の職員、図書館長初め、各地域課の館長を除く係長級、それからシス

テム担当につきましては全業務。 

２番目としまして、１番以外の区の職員、それから新宿区の図書館奉仕員につきまし

ては、コード変更を除く、いわゆるシステム修正等の基幹となる業務、それを除く全業務。 

それから３番目としまして、実習生、カウンター業務。個人情報には特に触れない、そ

れ以外のカウンター業務です。 

それから４番目としまして、臨時職員。これも一部の制限ございますが、カウンター業

務を担当業務といたします。 

 それから、開発等を委託する場合における個人情報保護対策でございますが、新宿個人

情報保護条例及び新宿区情報セキュリティポリシーの遵守。契約時に別紙「特記事項」を

付します。 

 それから、新規開発・追加・変更の時期でございますが、現在、システム開発につきま

しては、事業者の選定中でございます。業者が決まり次第、１９年７月に着手し、平成２

０年１月４日に稼動予定でございます。 

 以上でございます。 

○寄本会長  どうもありがとうございました。 

 それではどうぞ、ご質問、ご意見。 

○森岡委員  今はセキュリティは個人ではなくて館長、館員、図書館員全体がもう誰で

もいこうと思えばいけるのですか。 

○中央図書館長  現在はシステムを起動する際にパスワードを付与しておりますので、

そのときには区の職員または図書館奉仕員がその段階でパスワードによって起動いたしま

す。 

○森岡委員  今回個人ごとに設定するのとどこが違うのですか。 

○中央図書館長  今まではどういう形にしても、だれがどの情報にアクセスしたか、そ

ういったことまでちょっとわからない。あくまでも図書館情報システムが起動する際に、

そういう形のセキュリティはかけていますが、それ以外に個々の情報について、どういう

形でアクセスするかについてはわからない状態でございましたので、そこを詳しくわかる

ように履歴を残すということでございます。 

○寄本会長  どうぞ、あざみ委員。 

○あざみ委員  個人ごとに設定するというのは、セキュリティの向上になると思うんで

すけれど、ここで言っているのは、そのパスワードを持つ人をふやすということでもある

んですか。パスワードをみんなが持っていたわけじゃなくて、知っていたということには

なるわけですけれど、実習生にも個人個人に、それから臨時職員にも個人個人に持たせる
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ということですよね。これは今までは、実習生と臨時職員はそれぞれパスワードを知らさ

れていなかったという人たちだと思うんですけれど、その人たちにも与えるということは、

開くことができる人をふやすということでもあるわけですか。 

○中央図書館長  従来は、稼動するときにパスワードを付与して行っていましたので、

実習生につきましても、臨時職員につきましても、職員立ち合いのもと、システムにアク

セスできたわけでございますが、今回はそれぞれのいわゆる区の職員、実習生、臨時職員、

それぞれの立場で、直接アクセスさせる権限、これを制限しているということでございま

す。 

○寄本会長  ほかにございましたらどうぞ。 

○山口副会長  さっき、第１問の諮問のときに言ったですけれど、全業務って何なのか

は我々はわからないわけですよ。図書館の業務は何を行われているか。我々知っているの

は、借りるときに自分のカードを持っていって本が借りれると。だから、私が、Ａさんが、

住所と電話が登録されているか何か知りませんが、個人の簡単な情報が登録されています

よね。どういう系統の本を借りたが、多分全部記録されているとすれば、Ａさんがどんな

本を興味を持っているかということもわかるだろう、それを全部データを集めれば。それ

ぐらいしか我々はわかっていないので、全業務とか言われても、ちょっとよくわからない

ので、要するに、実習生と臨時職員は、私が今申し上げたように窓口業務というか、貸出

業務ぐらいの範囲に限定して、ほかの情報が見れないように限定しようという、そんな趣

旨ですか。 

○中央図書館長  今おっしゃられた範囲でございますが、ただ、図書館の場合には、い

わゆる借りている間の記録は残るんですが、返却された場合には、その記録を消しており

ますので、改めてその方の貸出履歴を調べるということはできないようなシステムになっ

ています。 

 先ほど申し上げましたカウンター業務と全業務の大きな違いは、全業務の場合には、利

用登録の際に、登録カードをつくる際に個人情報がすべてわかるわけでございますが、す

べてというのは登録の要件としてわかるわけでございますが、カウンター業務の場合には、

そこの部分はあくまでも利用者カードによる記載と、貸出・返却する本の関連だけでござ

いますので、その辺が大きな差かと思われます。 

○鍋島委員  ここの下の新規開発・追加・変更内容のところで、実習生の方は個人情報

の侵入不可となっているので、個人情報侵入不可だったら、個人情報のここは審議してい

るところですが、ここの方のは、パスワードで個人情報以外のものをやるんでしたら、こ

れはなぜ出てきたのかなというのがちょっとわからないです。 

○中央図書館長  ちょっと表記の仕方も問題あるかもしれませんが、いわゆる個人情報

侵入不可と書いてあるのは、具体的に言えば、臨時職員の場合には、予約業務を行うこと

ができるわけですが、この実習生については予約業務を行わないという制限をかけており

ます。予約業務というのは、その方の電話番号等も直接触れることができることになりま

すので、その辺には制限をかけていますが、それ以外には、その方のお名前とか利用者番

号とか、そういうのは当然実習生につきましてもわかるわけでございますので、そういっ

た意味で、こちらの方の審議会にかけさせていただきました。 

○委員  一つちょっとお聞きしたいんですが、先ほどご質問の中で言われました全業務
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なんですが、利用者登録をするときの業務と、例えば単純に貸出するときの業務というの

は、これは同じカウンターでやられているのですか、それとも別々でやられているのです

か。 

○中央図書館長  これは同じカウンターでやってございます。 

○委員  ということは、実習生、臨時職員の方々が処理しているというふうに考えられ

るんでしょうか。 

○中央図書館長  利用登録については、こちらに書きましたように、区の職員、それか

ら図書館奉仕員、この職種の者が直接利用登録に携わります。 

○委員  いわゆる同じカウンター業務でも別々のそれぞれの役職で分けているというこ

とですか。 

○中央図書館長  そのとおりでございます。 

○委員  わかりました。 

○寄本会長  ほかにございますでしょうか。 

○神﨑委員  先ほど聞き間違ったのかどうかわからないのですが、本を借りた後、返し

たら、それまで借りていた本というのは全部消えてしまうということなんですか。 

○中央図書館長  そうでございます。 

○神﨑委員  それでは、過去に借りた本をもう一度見たいと思っても、その時点ではも

うわからないということですね。 

○中央図書館長  そのとおりでございます。 

○神﨑委員  大体ほかの図書館もそういうシステムに。 

○中央図書館長  ほかの図書館も同じようなシステムでございます。 

○神﨑委員  わかりました。 

○寄本会長  ほかにございますでしょうか。よろしいですか。 

[｢なし｣の声あり] 

 それでは、本件は承認ということでよろしいでしょうか。 

[｢異議なし｣の声あり] 

 どうもありがとうございました。 

 それでは、次に資料８にまいります。図書館でのビジネス情報支援相談業務の委託につ

きましてでございます。 

ご報告をいただきます。中央図書館長さんからお願いいたします。 

○中央図書館長  それでは次に、事業名、図書館におけるビジネス情報支援相談会の実

施につきまして、概要をご報告を申し上げます。担当課は中央図書館です。 

 目的は、中小企業診断士の協力を得て、実践的な起業・経営改善などの相談に応じるこ

とにより、図書館利用者の幅広いビジネス情報収集・活用のニーズにこたえていきます。 

 対象者は、起業予定か既に事業を行っている方であればだれでもよいということでござ

います。応募者多数の場合だけ、区内事業者を優先して調整しております。 

 事業内容でございますが、実施図書館、中央図書館、それから角筈図書館の２館で実施

いたしております。 

 実施時期につきましては、６月以降、月２回、各４時間の相談を行う予定でおります。 

 派遣元につきましては、中小企業診断協会。企画協力、ビジネス支援図書館推進協議会。
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相談員は、中小企業診断士でございます。 

 図書館側の担当業務でございますが、まず図書館９館全館で受付業務を行います。実際

の申し込みにつきましては、実施館、中央図書館または角筈図書館で申し込みを受けます。 

 ２番目としましては、関係資料の事前準備、それから相談会の運営、４番目としまして、

相談中に必要となった資料の準備、５番目としましては、相談者からのレファレンス、情

報収集についての相談対応。それ以外、周知方法としましては、広報しんじゅく、図書館

ホームページ、各図書館で掲示しております。 

 件名でございますが、図書館でのビジネス情報支援相談業務の委託について。区の保有

情報につきましては、保有課は中央図書館でございます。 

 登録業務の名称は、図書館でのビジネス情報支援相談会実施です。 

 情報はどのような媒体に記録されているかは、紙でございます。 

 保有している情報項目につきましては、上記相談会、利用者の相談内容。こちらにつき

ましては、裏面の方に、別紙、相談申請書、それから相談指導カルテがございますが、こ

のような形で保有しております。これを委託業者ということで、委託先としまして、社団

法人中小企業診断協会。 

 情報はどのような媒体で提供するのか。これにつきましては、紙でございます。 

 保有情報のうち、業務委託に伴い提供する項目、処理を依頼する項目。これにつきまし

ては、まず提供する項目としましては、先ほどの別紙の相談申請書。処理を依頼する項目

につきましては、相談指導カルテの用紙でございます。 

 委託の理由でございますが、実践的な起業・経営改善、これらの相談に応じることによ

り、図書館利用者の幅広いビジネス情報収集・活用のニーズにこたえていきます。 

 委託内容ですが、図書館利用者に対する次の相談業務。中小企業の創業に関すること。

中小企業の経営改善に関すること。中小企業の経営革新に関することが委託内容でござい

ます。 

 委託の開始時期及び期限でございますが、平成１９年６月以降継続実施する予定でおり

ます。昨年度につきましては、１８年１０月からことしの３月まで施行・実施いたしてお

ります。 

 委託に当たりまして、区が行う情報保護対策でございますが、受託者との協定書の中に

特記事項を盛り込みます。 

 ２番目としまして、相談申請書及び相談指導カルテ、これにつきましては、相談室内で

のみ取り扱わせるものといたします。 

 ３番目といたしまして、相談業務終了後に、相談申請書及び相談・指導カルテ、これら

を回収いたします。 

 受託事業者としての情報保護対策でございますが、まず、委託者との協定を遵守させま

す。それから２番目としまして、相談業務終了後に、申請書及び相談カルテを委託者に返

還する予定でございます。 

 以上でございます。 

○寄本会長  ありがとうございました。それでは、どうぞ、ご質問、ご意見がございま

したら発言願います。 

[｢なし｣の声あり] 
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 それでは、本件は了承ということでよろしいでしょうか。 

[｢異議なし｣の声あり] 

 では、どうも大変ご苦労さまでした。 

 では次に、資料９に入ります。郵政民営化関連法の施行に伴う情報公開条例及び個人情

報保護条例の改正につきましてのご報告をいただきます。区政情報課長さんからよろしく

お願いいたします。 

○区政情報課長  区政情報課長です。それでは、資料９をごらんください。 

 件名は、「郵政民営化法等の施行に伴う情報公開条例及び個人情報保護条例の改正につ

いて」でございます。 

 資料９を１枚おめくりいただけますでしょうか。１枚めくっていただきますと、１、改

正理由。平成１９年１０月１日から、郵政民営化法が施行されることに伴い、日本郵政公

社職員は国家公務員には該当しないこととなりました。そのため、公務員の定義に関係し

た条文の文言調整を行う必要が生じ、別紙のとおり新宿区情報公開条例及び新宿区個人情

報保護条例の一部を改正するものです。 

 ２、改正部分の施行日は、平成１９年１０月１日です。 

 ３、改正後の取り扱い。公文書公開、自己情報開示請求の取り扱いについては、変更は

生じません。 

 次のページ、ごらんいただけますでしょうか。新宿区情報公開条例新旧対照表でござい

ます。第７条２号、ウの部分の改正になります。 

 現行の方、右側の方を見ていただきますと、下の方です。下から６行目の終わりから５

行目にかけて、「及び日本郵政公社」という部分に下線を引かせていただいておりますけ

れども、この部分の削除という形になります。 

 次の次のページ、ごらんいただけますでしょうか。５ページ目です。新宿個人情報保護

条例の新旧対照表です。こちらにつきましては、１９条２号のウになります。その次のペ

ージ、６ページになります。６ページの現行の方、右側を見ていただきますと、６行目の

終わりです。「及び日本郵政公社」という部分に下線が引いてございますけれども、こち

らの部分の削除という形になります。 

 以上が改正の内容です。よろしくお願いいたします。 

○寄本会長  ありがとうございました。それではどうぞ、ご質問、ご意見のある方は。 

[｢なし｣の声あり] 

 では、本件は了承ということにさせていただきたいと思います。 

 どうもありがとうございました。 

 それでは次に、資料１２に入ります。介護予防教室事業参加者判定のための福祉情報シ

ステムの修正につきましての諮問事項を審議いたします。高齢者サービス課長さんからご

説明いただきます。 

○高齢者サービス課長  高齢者サービス課長でございます。よろしくお願いいたします。 

 それでは、お手元の資料をごらんください。入る前に大変恐縮でございますが、１点修

正をお願いいたします。資料の３ページでございます。 

 表の形になっておりますが、この中の記録される情報項目という欄がございます。一番

大きな枠でございます。３ページの表になります。そちらの真ん中に、新規項目、「生活
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機能評価のうち」という記載がございますが、この中の①運動検査というところで、握力、

それから階段片足立ちというふうにありますが、この「階段」というのを大変恐縮でござ

います、「開眼」目を開いて片足立ちをするということで、大変申しわけございません、

修正をお願いいたします。 

 それでは、中身のご説明に入らせていただきたいと思います。 

 件名、「介護予防教室事業参加者判定のための福祉情報システムの修正について」でご

ざいます。 

 情報の保有課は、高齢者サービス課。 

 登録業務の名称としては、介護予防教室等事業ということでございます。 

 まず、この事業自体、簡単にご説明させていただきますと、昨年介護保険法が改正され

て、介護予防に力を入れるというようなところから、介護保険については、従前から要支

援と要介護というような分類がございましたが、さらに特定高齢者という要支援になる一

歩手前の方々の分類ができました。そういった方々に対して、介護予防教室に参加してい

ただいて、介護予防をしていただこうという仕組みでございまして、その特定高齢者の

方々を判定・決定するためのシステムというような中身になっております。 

 資料に入りますと、個人の範囲としましては、基本健診等を受診した６５歳以上の高齢

者のうち、別紙基本チェックリスト及び生活機能評価の結果が特定高齢者判定基準に該当

する者ということで、こういった方々に対して、介護予防教室に参加していただくと。こ

の基本チェックリスト等については、資料の裏面、４ページ目になりますが、つけさせて

いただいております。 

 その中で、この基本チェックリスト、非常に項目多くございますが、２５項目あります。

通常の基本健康診査でございますので、採血をしての検査であるとか、体重をはかったり、

こういったこともありますが、それ以外にご本人の申告といいますか、質問ということで、

こういった２５項目、これにはい・いいえということで答えていき、該当基準になってい

る場合は特定高齢者という形で判定する形になります。 

 それでは、また３ページに戻っていただきまして、記録項目といたしましては、ごらん

いただきました基本チェックリスト等というような形になっております。そして、今回福

祉情報システムの修正ということでは、従来、ペーパーで集めていた項目のうち、追加で

入力する項目が４つほどございます。その項目追加ということでの修正でございます。 

 追加項目は何かといいますと、運動検査、それから低栄養、口腔内衛生状態、唾液嚥下、

こういったところに該当する場合は、入力の項目のところにチェックボックスをつくりま

して、該当する場合はチェックをするということで、個々具体的な例えば数値を入力する

ということではございません。 

記録するコンピュータは、福祉情報システムサーバーということで、今回のこの修正

の理由といたしましては、記載のとおり、入力項目をふやす必要があったこと。そして資

料に、「国が特定高齢者選定基準を緩和し」というような記載がございます。先ほど、こ

の仕組みは昨年の平成１８年４月から始まったということでご説明をさせていただきまし

たが、非常にこの基準が、当初、厳しかったということで、なかなか特定高齢者に該当す

る方が全国的にも少なかったというような中で、１年経過した後、１９年の４月以降、国

の方は条件を緩和したというようなところから、今回も新規の項目を追加入力させていた
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だきたいというような流れになっております。 

 そして今回、この開発・修正をする際には、ダミーデータを使いますので、修正に当た

り個人情報の取り扱いはないというような形で、そして現在、ペーパーで処理しておりま

すが、やはり早期に入力させていただきたいというようなところから、開発、実際の変更

の時期については、本審議会の承認をいただいた後、契約を締結し、修正を行います。７

月以降を予定しています。現在、実際に基本健康診査、４月から始まっておりますけれど、

上がってくるデータというのは、どうしても医療機関経由になりますから、まだそれほど

数が多くございません。これからどんどんふえていきますので入力をさせていただきたい

ということでございます。 

 説明の方は以上でございます。 

○寄本会長  ありがとうございました。では、どうぞご質問、ご意見ある方。 

 よろしいですか。 

[｢なし｣の声あり] 

では、本件は承認ということでよろしいですか。 

[｢異議なし｣の声あり] 

 では、どうもご苦労さまでした。 

 次に、資料１６になります。就労支援の推進事業における調査用紙発送及び相談業務の

委託につきましての報告をいただきます。消費者行政担当、村上さんからご報告をいただ

きます。 

○就労支援・消費者行政担当副参事  ただいま前もってお配りしました資料の一部、差

しかえをさせていただきたいということで、担当からお配りをしてございますので。 

 それでは、報告をさせていただきます。私どもの就労支援の事業の一環として行います

若年の調査業務、それから相談業務の件で、本日は事後・事前の報告をそれぞれ１件ずつ

させていただきたいと思います。お手元の資料に基づいて、簡単にご説明をさせていただ

きます。 

 ２ページ目をごらんください。事業の概要でございますが、私ども就労支援の推進の事

業の中で、目的のところでございますが１点、若年非就業者の実態と就業意向等の調査を

行うために今回調査をやらせていただきたい。それにあわせまして、就労支援のプランを

策定するという業務を一貫してやらせていただくに当たりまして、今回、調査会社の方に

郵送等々の関係で個人情報を提供するということについて、事後報告案件として報告させ

ていただくと。 

 もう１点が、あわせて若年向けの相談窓口を７月から開設をする予定で、準備を進めて

おりまして、こちらの中で、逆に収集の部分で個人情報を取り扱うということになります

ので、事前報告の案件という形でご報告をさせていただきます。 

 対象につきましては、区内在住の２０歳～３４歳の独身者で、親と同居している世帯の

親子に対しまして調査を行う予定でございます。 

 それから、相談の方でございますが、おおむね２０歳～３４歳程度の若年者とその親を

対象に、相談を希望する方のご相談をお受けすると。こういう流れをつくらせていただき

たいと。 

 事業の内容でございますけれども、まず１点目、若年者就業状況調査でございますが、
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先ほど申しました対象者、新宿は約２万件程度の対象になりまして、こちらに対して調査

票の送付、それから相談窓口開設のＰＲチラシ、これらを同封したものを郵送させていた

だき、一定の期間で郵送回答を得て、調査・分析という業務に入りたいという内容でござ

います。 

 それから、相談業務につきましては、２つの相談窓口を開設をすると。１点が、若年者、

それからその親御さんのご心配事であるとか、いわゆる就労に対する不安や悩み、こうい

うようなものをカウンセリングする、専門カウンセラーによる個別相談。これが１点。こ

れは消費生活センター内に設置をさせていただいて、専門カウンセラー業務を委託をする

という方式で実施をしたいと思っております。 

 もう１点が、若年就職ＳＯＳ相談、職業等相談ということでございますが、すぐにでも

就業したい、就職したい、そういう思いがある若年の方々のご相談を直接お受けしまして、

スキルアップ、それから就職訓練のための面接講座だとか、そういうような事業を経て、

最終的に就職あっせんまで行う一貫した相談の窓口を設置をしていきたいと。この２つで

ございます。 

 もう１ページおめくりください。３ページでございます。これは事後報告分でございま

すが、就労支援事業の推進における調査用紙の発送業務委託についてということで、今回、

プロポーザルによりまして、この調査委託を行う業者といたしまして、株式会社パソナ、

人材派遣会社でございますが、ここが選定されました。ここの業者に対して、今回対象と

なっております２０歳～３４歳の独身者で、親と同居している世帯の親子、この方々の住

所と氏名、これを宛名シールに打ち出しまして、お渡しをして発送業務を履行していただ

くと、こういう流れでございます。 

 委託の理由は、今回、先ほどご説明しましたとおり、２万件程度の大量調査ということ

でございまして、最終的に回答を得て、分析まで一貫した流れで業務委託をするというこ

とでございますので、情報を外部に委託という形で提供させていただきたいということで

ございます。 

 委託の内容は、先ほどご説明したとおり、対象者の宛名シールを業者にお渡しをして、

貼付し発送すると。 

 それから、回答を得たものにつきましては、集計・分析、さらには就労支援のためのプ

ランの策定の協力をしていただくと、こういう業務でございます。 

 委託の開始時期及び期限につきましては、１９年６月中旬から平成２０年１月３１日ま

でとさせていただく予定でございます。 

 それから、もう１枚おめくりをください。事前報告分といたしまして、先ほど前段でご

説明しました相談業務につきましてご説明をさせていただきます。 

 委託先につきましては、先ほど２系統の相談窓口を設置するということで、専門カウン

セラーの相談につきましては、日本カウンセリングセンターに。それから、就職ＳＯＳ相

談の方につきましては、調査と同じ株式会社パソナに業務委託をという形にさせていただ

いております。 

 委託に伴い、事業者に処理させる情報の項目といたしましては、まずカウンセリング業

務の方につきましては、住所、氏名、性別、生年月日、電話、それから親御さんの住所、

氏名、電話、これなどが記録項目として入ってまいります。その他に、相談の中で出てき
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ました記録を保管をするということで、生活状況、実際の悩み・不安といったようなこと

が出てまいります。 

 ２番目のＳＯＳ相談窓口の方につきましても同様に、住所、氏名、性別、生年月日、メ

ールアドレス、電話、それから親御さんの住所、氏名、電話。それから、就労全般に関す

るご相談を通じまして、聞き取った内容等々に関しまして記録をさせていただくというこ

とになります。 

 委託の内容につきましては、ごらんいただくとおり、１番目の相談につきましては、ど

ちらかというと就業にまだ踏み込めない。例えば社会に、なかなか外に出られない。こう

いう方々のカウンセリングが中心になりますので、そういう内容を中心にやっていただく

専門のカウンセラーを持つこの財団にお願いをしていこうと。 

 それからもう１点の就職の方の相談窓口については、実際に現在就労の就職あっせん・

支援をやっている会社でございまして、スキルを既に持っておりますし、ノウハウがある

ということで、株式会社パソナの方で業務を実施していこうと。これらは、まだ区の方で

機能として専門的な分野ということで持っておりませんので、業務委託という形でやらせ

ていただきたい。 

 委託の内容につきましては、先ほどからご説明させていただいているとおり、１点目の

カウンセリング、専門カウンセラーのカウンセリングについては、就労に対する不安であ

るとか悩み、そういったものをお聞きして、就労に向けた一歩踏み出していただく、また

は現在就労している方々の中でも、そういう悩みを抱えた方々が引き続き就労ができるよ

うにという形での相談を展開してまいります。 

 それから２点目は、実際に就労希望がある、就職希望がある方々が、直に就職まで結び

つけられるような相談という機能を持たせていただく予定でございます。 

 業務につきましては、本年度７月１日から年度内３月３１日まで、以降、翌年度から継

続をして実施したいというふうに考えてございます。 

 事前報告、事後報告、双方とも、５ページにおつけしてございます特記事項を添付し、

契約をさせていただくという概要でございます。 

 そのほかお配りしている資料で、差しかえ分をお配りしましたものは、先ほどご説明し

ました相談コーナー、２種類のＰＲ用チラシ、これは調査票に同封してお送りする予定と

ご説明したとおりですが、これの原案と最終的に調整後、いろいろ形が変わったものです

から、事前にお配りすることがかなわず、本日差しかえという形でお配りをさせていただ

きました。 

 現在、先ほど報告の前にお配りしたこのチラシでございます。これは今回の調査票と一

緒に、若者の世帯に同封してお送りをしまして、相談したいという意向があれば、すぐに

相談できるようにということで、一緒に調査とあわせて同封をさせていただく予定のＰＲ

用のチラシでございます。 

 それから、別途お配りしてございます実際の調査票、アンケート用紙でございますが、

１点、訂正をお願いいたしたいのですが、お手元にお配りしたアンケートの中で、保護者

様用アンケートというのがございますが、最終的に調整をしていく中で、表現を「御家族

様用アンケート」というふうに訂正をさせていただきました。その下の記載の部分でも、

２行目、「若年者の方とその保護者様」という記述につきましては、「御家族様」と訂正を
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お願いいたします。 

 雑駁ですが、報告は以上でございます。 

○寄本会長  ありがとうございました。それではどうぞ、ご質問、ご意見お願いいたし

ます。 

○有馬委員  この事業そのものが非常に有意義な事業だというふうに思っているんです

よね。ニートやフリーターや契約社員や、そういった若い世代の方が多い中で、こういう

事業をするというのは、極めて有意義であろうというふうに思っているんですけれど、そ

の中で、これはちょっと、さっき聞き漏らしたのかもしれないんですけれど、これ、人材

派遣会社のパソナですけれども、ここに委託先を決められた、これはプロポーザルか何か

ですか。 

○就労支援・消費者行政担当副参事  プロポーザル方式です。 

○有馬委員  これはプロポーザルに至ってここが決まるまで、何社ぐらいの応募、プロ

ポがあって、ここに決まった経過・経緯をちょっと。 

○就労支援・消費者行政担当副参事  最初はご案内をさし上げて、説明では４社ぐらい

お問い合わせがあって、説明は３社で、ご提案いただいたのは２社だったんですね。業者

名言ってしまっていいのかな。２社ございまして、最終的にプロポーザルの結果、この業

者を選定させていただいたというような形でございます。 

○有馬委員  これはアンケートの中身がかなり細かく、ご本人様用もご家族様用も細か

い内容で、結構情報満載になっている中身のものですから、極めて慎重に扱われるのだと

いうふうに認識しているんですが、これは２万件に発送ということですかね。当然のごと

く、受け取る側は、これは対象の年齢とかそういうのを切って送るわけですけれど、ある

日突然にみたいな形で送られてくるという認識なわけですよね。そういう認識でいいわけ

ですか。 

○就労支援・消費者行政担当副参事  ６月１５日号の広報で、区民向けにはご案内をさ

し上げる予定でございます。そのほか、一定程度、私どものインターネットのサイトで、

このような調査をやるということを掲載をして、区民向けにはお知らせをさせていただく

予定でございます。 

○有馬委員  なかなかよくあるんですけれど、区がいわゆるさまざまなアンケートをと

るときに、あらかじめそういった対象の方が知らないで、ある日突然来て、これは出して

もいいものか何なのかという、非常に不思議に思っていらっしゃる区民の方もおられます。

そういう情報を見るといいんですけれど、なかなか目に触れないと、どういうところで、

どういう形で来たのかという、そこを非常に気になさる方が多いものですから、これはそ

もそも発送元はパソナという形になるわけですか。それとも、そこに例えば区の就労支援

の、今の例えば消費生活の関連の部署の名称が入っているとか、そこら辺はどうなんです

か。 

○就労支援・消費者行政担当副参事  私どもの部署の名称が入って、かつ、その事業の

受託先ということで、受託業者ということでパソナの名前が入るという、併記でお送りを

させていただく予定でございます。 

○有馬委員  そうすると、一定の説明は、送られる中で当然のごとくされてのアンケー

トという理解でいいわけですね。 
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○就労支援・消費者行政担当副参事  同封する中に、ご協力のお願いという、私どもの

方の頭に消費生活センター入った文章をヘッダーとしておつけしまして、調査にご協力を

いただきたいという前提で、対象の各戸に郵送させていただくという予定にさせていただ

いておりますので。 

○寄本会長  ありがとうございました。 

○鍋島委員  回収は、消費生活センターが回収ですか、パソナが回収ですか。 

○就労支援・消費者行政担当副参事  今回は回収先をパソナの方にさせていただく予定

です。 

○鍋島委員  この袋の上には、パソナの住所とか書いて。 

○就労支援・消費者行政担当副参事  ええ、返信用の方はそうでございます。 

○鍋島委員  センターだったら出すけれど、パソナだったらというふうなことがあるか

もしれません。 

○近藤委員  差し替えなんですが。 

○就労支援・消費者行政担当副参事  先にお配りしてあるやつが、例えばこれがこちら

に。先にお配りした方が、もう。 

○近藤委員  いらない。 

○就労支援・消費者行政担当副参事  そうでございます。 

○あざみ委員  プロポーザルで決まったと。パソナですね。発送業務委託についてもプ

ロポーザルで、この相談業務と委託についてもプロポーザル。両方ともプロポーザルです

か。 

○就労支援・消費者行政担当副参事  当初の説明の主の中で、そういう形でプロポーザ

ルをさせていただいておりまして、頭からお尻まで、そういう概要で提案をいただいてお

ります。 

○あざみ委員  要するに、発送業務と相談業務とあわせてプロポーザルをかけたという

ことですか。調査も含めて。 

○就労支援・消費者行政担当副参事  調査の方は、当初、この調査業務と相談業務は全

然別個で考えておりまして、それで調査についてのみのプロポーザルを当然やらせていた

だきまして、相談の方は相談の方で、別途いろいろなカウンセリングの団体であるとか、

人材派遣会社もパソナだけではなくて、数社とお話をさせていただく中で、最終的にカウ

ンセリングセンターさんとパソナさんというような形で絞り込んでいったというような経

過でございまして、プロポーザルの中では、相談業務の部分は当然ご提案はいただいてお

りません。 

○あざみ委員  そうすると、調査の発送の方はプロポーザルでやったけれども、相談業

務の委託については、プロポーザルではないということでよろしいわけですね。 

○就労支援・消費者行政担当副参事  そのとおりでございます。 

○あざみ委員  それはどうしてプロポーザルにしなかったんでしょうか。区が新規で始

める、ある意味大きい目玉の事業と言って私はいいと思うんですけれども、最近、そうい

った大きな委託については、プロポーザルでやる例というのは、区の業務の中で非常に多

くなっていますし、プロポーザルであれば、先ほど有馬よりもお聞きしましたけれども、

審査の経過も含めて、本当に透明性のある、できる限りの透明性のあるやり方をして選ば
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れたということを含めて報告があったてしかるべきだと思うんですけれども、そもそもプ

ロポーザルでないということであると、ここを選んだという理由がちょっと見えないとい

うことで、今、人材派遣業というのは非常にたくさん出ていて、パソナも大手だと思うん

ですけれども、その辺はどのようにお考えなんでしょうか。 

○就労支援・消費者行政担当副参事  もともと今回報告案件として、相談業務の方もセ

ットでご報告をさせていただいておりますけれども、もともと調査業務の委託の部分と相

談業務は全然別個の系統でずっと事前調整、いろんな業者さんからの聞き取り、価格、見

積等々を行ってきておりまして、その流れの中で、相談の方も、それから調査の方も、両

方ともご提案いただいている会社、パソナという一つ、それからカウンセリングセンター

さんのように、カウンセリングの相談の部分でご提案をいただいている、ＮＰＯも含めて

数団体とお話をしてきた中で、最終的にここをという形での選定をさせていただいたわけ

ですが、そういう経過、全然別系統で流れとしてはやってきたもので、一つ同じところが

両方に入ってしまったということでございます。 

○あざみ委員  結果としてそうなってもいいと思うんですよ、私は。結果を言っている

のではなくて、その過程の中で、プロポーザルであれば、点数化しますよね、応募してき

た会社を。その点数化して、結果的に１番になったところに受託してもらうということに

しますよね。だから応募してきた会社の名前を伏せるということは今までもやっています

けれども、それでも、そうやった点数化をすることで、いろんな条件をプロポーザルして

もらって、その中できちんと区が選んだのだということが示された方が、私は非常にいい

のではないかというふうに思っているので、今回の選び方については、お話を伺って、そ

ちらでいいところを選びましたというふうに言われても、ちょっと何でパソナなのかなと

いうのは思うわけですよ。なぜプロポーザルにしなかったのかというところはどうなんで

しょう。 

○就労支援・消費者行政担当副参事  もともとが、私どもの調査業務の方のプロポーザ

ルは、なぜ調査業務としてプロポをやったかというと、当然この調査、単体の調査・分析

という業務以外に、就労支援のプランの策定を私どもが今後やっていく上で、いろんな情

報収集だとか、そういうご支援をいただける業者さんを特に選定したいという思いがあっ

て、事業者提案制度という形を調査の方はとらせていただいたというところが一番大きな

理由でございまして、相談業務の方につきましては、メンタルケアのカウンセリング相談

というところを中心に展開をしていこうということで、昨年度末以来、いろいろな関係団

体だとか、そういう情報収集を重ねて、コンタクトをとってお話を伺っていく中で、やは

り事業実施の際に、メンタルケアの相談部分だけじゃないニーズも出てくるんじゃないか

という話が出てまいりまして、あわせて新年度になりましてから、例えばグッドウィルさ

んは来ていなかったけれども、リクルートであるとか、幾つかの人材派遣会社で、実際に

そういう業務委託等々を受けている数社とお話をさせていただいてきまして、それで２系

統の相談窓口をつくる際に、一方はメンタルケアの相談を中心にしたもの、もう一方は就

労支援、いわゆる就職あっせんまで導けるツールとしてご用意するという２系統を最終的

には設定をしていこうという話で整理をさせていただいたということでございまして、そ

のもう一方の人材派遣会社さんを中心に展開した中で、当然パソナさんは両方にかかわっ

てきていたというで、それぞれ別個の選定の中で同じ業者が出てきたという結果でござい



 

 ２４

ます。 

○あざみ委員  別な系統で同じ会社だったというのはいいんですよ。そこを別に私は問

題にしているわけではなくて、はっきり言って、調査の発送の業務の方が、私はどちらか

というと事務的な作業であって、極端に言えば、プロポーザルで事細かに条件をつけて、

審査をしてというふうにしなくてもいいぐらいの事務業務だと思うんですよ。相談業務の

方が非常に多岐にわたって、非常に深い事業内容のものだというふうに思うので、だから

こそプロポーザルという透明性のあるやっぱり選定の仕方が必要だったのではないかとい

うふうに思うわけで、別に二つが一緒だったから、最初にやってもらったところにそのま

まやってもらえばいいやというふうに思われているのかなと思っているのかもしれません

が、そこを別に問題にしているわけではないんです。しかも派遣業であるパソナさんがこ

の相談業務をするということで、この特記事項でこうやって契約をしているわけで、目的

外利用はするなという、もちろん当然ですよね。それで相談を受けた人たちに、うちの会

社に登録をどうぞなんていうことは絶対にあってはいけないことですし、ただ、パソナと

いう名前はもう有名ですから、フリーターの方や派遣社員で働いている方の中では大手で

すから、そういう意味では、新宿区とパソナが一緒になってやるということが、どういう

ふうに見られるのかというのを私は少し懸念があるなという気はいたします。意見だけに

しておきます。 

○山口副会長  要するにアンケートというのは、区民から情報を集める際に、これは名

前を書くアンケートじゃないので、いわゆるアンケートというのは名前を書かない方が多

い。名前を書かないので、個人の特定という問題がないので、個人情報、このアンケート

で収集することが個人情報ではないだろうと理解はしていますけれど、やはりいずれにし

ろ、区民から情報収集するんですから、どう使うのか。最後に策定目的以外は使用しませ

んと、こう書いてあるんだけれど、そうじゃなくて、このアンケート結果は、どこそこで

公表しますとか、結局、自分が情報提供して、自分はどういう位置にいるのかというのが

知ることが意味があるので、ただ提供だけさせられてしまって何だろうというようにやは

り受けとめると思うんですね。これは報告書もちゃんとつくってもらうわけですから、ど

ういう広報の方法があるかは詳しくは知りませんけれど、やはり結果を区民に、あるいは

提供した方に回答する。それは個別にはできませんよね、やっぱり住所がわかるので。だ

から、どういうもので調査結果を報告しますとか、やはりそういうことは書くべきではな

いかと。これは情報課の方にまたお願いなんですけれど、こういうケースはあると思うん

ですよ、アンケート、ほかにも。そういう場合は、やはり最後に、目的外使用しませんで

はなくて、この結果は、皆さんからいただいた情報はこういうふうに調査・報告・分析し

て、どういう方法でご報告しますとか、そこまでやはりやるべきではないかなと思います、

ぜひ。 

 もうこれ、今回発送済みかもしれないので、発送済みでないなら、直るのならともかく、

そうでなければ、区の広報誌に、いついつかのアンケートの結果はどこそこで報告します

とかやっていただいて、ホームページもあるかもしれないし、何か結果を公表してご報告

するということを考えていただきたいと思います。 

○就労支援・消費者行政担当副参事  ただいまいただきましたご意見に基づいて、まだ

これは発送してございませんので、郵送する際に、個々個別の中に、９月の下旬目途に中
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間のまとめをさせていただきまして、最終の報告が１月というような段取りになってござ

いますので、それをホームページ等々を通じてご案内させていただくというか、公開させ

ていただく旨をお入れをして、郵送させていただきます。 

○鍋島委員  これはご本人様用のアンケートの返信用と、保護者用アンケートの返信用

とは別々の封筒にお入れになるのですか。それから、またついでに伺いますけれど、もし

一緒の封筒であったとしても、子供さん用アンケートが封をして、親には見られないよう

になさるのでしょうか。 

○就労支援・消費者行政担当副参事  今お話いただいたとおり、別々の封筒で、それぞ

れ個々個別にというふうに対応する予定でございます。 

○鍋島委員  そうしますと、別々に回答が来ると、所帯でどう思っているかというとこ

ろは、調査はとれないですね。親の全体像がこうでありますよ、子供の全体像はこうです

よという感じですか。 

○就労支援・消費者行政担当副参事  そのとおりでございます。 

○山口副会長  別々は別々でいいんですけれど、この二つが親子関係にあるとか、セッ

トになるとか、そういうのは意味があるんじゃないんですか。それはどうなっているんで

すか。別々に来るのはいいんですよ。だけれど、Ａさんの家族の親と子、それがばらばら

に来てしまってもいいのか。何か意味があるんじゃないかと。Ａという親子関係で、こう

いう回答になったんだなとかいうのは、そこらはどうなっているのですか。 

○就労支援・消費者行政担当副参事  今回、そういう方法も一つ念頭に置いて、やれる

かやれないかということも検討させていただいたんですが、例えば何か記号化をして、つ

なげられるようなキーワードを振るという方法もどうかなと、いろいろ検討はさせていた

だいたんですが、なかなか難しいだろうということで、個別という形でやらせていただく

ことにさせていただきました。 

○寄本会長  神崎委員。 

○神崎委員  幾つかわからないことがあるんですけれども、２万人に発送するというこ

とですけれども、これ、対象者が約２万人ということなんですか。それとも対象者はまだ

たくさんいるんだけれども、その何割かの２万人というのか。それと、２０歳～３４歳ま

でということになると、学生も入っていますよね。それも初めからわかった上で、学生に

も発送するのかどうか。まず、そこのところをちょっと教えてください。 

○就労支援・消費者行政担当副参事  まず対象者ですが、２０歳～３４歳の区民などで、

約７万５，０００ぐらいいらっしゃるんですが、今回特に私どもとして念頭に置いて調査

をしたいなというふうに思ったのが、どちらかというとお仕事をされていない若者の意向

であるとか状況を積極的に把握したいという思いがございまして、そういう状況下に置か

れた方々、悉皆で７万５，０００出しても、なかなか回答が得られない。逆に、おひとり

暮らしでそういう状況にある方々は、なかなか回答していただけないんじゃないかという

ことで、各自治体とも非常に対象の絞り込みを悩んでいるという実態がございまして、最

終的に新宿区の方で判断したのが、恐らくそういう経済状況下に置かれて、お仕事をしな

いでも一定程度お暮らしができているという状況が生まれる前提とすれば、親御さんと一

緒にお暮らしになっている、また、家庭を営んでいらっしゃらないというような状況が多

く見受けられるのではないかという想定のもとで、今回絞らせていただいたというのが１
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点。 

 それから、当然、学生さん、大学生という範疇は、この対象の年齢に入ってまいります

が、当然、この設問の中で、仕事に対する考えだとか、今後自分たちが就職をする段にな

って、どんなサービスが欲しいとか、そのようなことの意向も含めてお聞きをするという

機会を一つつくろうということと、もう一つは、１８で、もう社会にお出になられている

方々も多くいらっしゃるというような実態もありまして、おおむね２０歳以上ということ

で、今回１８歳、２０歳未満については、新宿区の方で、若者自立応援事業という対象の

中で、実際には取り組みを進めているという経過もございまして、今回は２０歳からおお

むね３４というような仕切りをさせていただいたというところでございます。 

○神崎委員  それでは、初めからから学生は除外してということではなくて、２万人の

中に学生なんかもいるから、非就労者といっても、実際それに当たる人は、２万人のうち

の何十％かということになるわけですよね。 

○就労支援・消費者行政担当副参事  内閣府であるとか、厚生労働省の試算で出ている

数字を新宿の人口に当てますと、若年無業者と言われる方々、おおむね大体２，０００～

２，６００の間というような数字になってまいります。ただ、それが本当に実態として新

宿の実態なのかどうかというのは、今回調査をさせていただくという試みをさせていただ

く予定でございます。 

○神崎委員  次の質問ですけれども、別々に回答してもらうということですけれども、

発送は、やっぱり別々の封筒に入れて発送して、それぞれに出して回収するということに

なると。いずれにしろ同じ家族ということであれば、お父さんのところ来たでしょう、ど

う書いたのとかいったような話はされることにはなりますよね。 

○就労支援・消費者行政担当副参事  ご郵送させていただくときは、ご一緒の封筒で親

子入ってございまして、回答いただくものが別々になっていまして、お子さんの回答を親

御さんがご一緒に見て、入れて、封をするという形ではなくて、親御さんの回答は親御さ

んの回答、お子さんの回答はお子さんの回答で送れるような形をとらせていただいている

ということでございます。 

○寄本会長  ほかにございますでしょうか。 

１点お伺いしたいんですけれども、大分前になるんですが、多摩地区のある大きな市

に行きましたら、地下に簡素な部屋がございまして、そこに来られるのは、その市の職員

の方でした。新宿区の場合には、そういうことはございませんか。職員の方、相談に来ら

れるとか。 

○就労支援・消費者行政担当副参事  今回、７月から始める相談で、実際に職員の方が

お見えになるかどうかというのは、どちらかというと傾向としては、なかなか自分が活動

されている区域では相談しにくいという状況がどうもあるというお話は聞いておりますの

で、区がやる相談窓口に区の職員が直接ご相談来るということは、区の中にもそういう医

療系の相談というのが別途ございますので、もし利用するのであれば、多分、職員相談室

の方を利用されるのではないかなと思っています。 

○寄本会長  どうぞ、ほかにございますか。 

[｢なし｣の声あり] 

 では、本件は了承ということでよろしいですか。 
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[｢異議なし｣の声あり] 

 どうもありがとうございました。 

 それでは、資料１、職員情報システムの修正についての諮問を審議いたします。職員課

長さんからご説明いただきます。 

○職員課長  それでは、職員情報システムの修正についてご説明させていただきます。 

 その説明に入る前にですが、皆さんには２年間お世話になりましたが、席が変わりまし

て、区政情報課長から今度は職員課長ということになりました。２年間、大変お世話にな

りました。 

 それでは、あらためて説明させていただきます。職員情報システムの修正ということで、

２ページ目の方を開いていただきたいと思います。 

 職員情報システムと申しますと、新宿区の職員の人事とか給与、福利厚生についての情

報を管理しているシステムでございます。事業内容の１番のところに書いてございますが、

新宿区の在籍している職員数は、特別職、区長を初めとする特別職あるいは我々のような

常勤職員、それからいわゆる６０歳以上の再任用という形で採用されている、あるいは非

常勤職員ということで雇用されている職員を含めまして、３，７６８人分、合計でござい

ます。それらの職員の情報について、それぞれ人事管理、いわゆるいつ採用されて、いつ

どのような勤務状況にあるですとか、そういった人事の履歴ですとか、あるいは給与の支

給ということで、給与計算あるいは通勤手当というところといったような情報。それから

福利厚生としまして、共済組合と書いてございますけれども、共済組合というのは、公務

員の年金と健康保険を扱っているところでございます。そのほか職員の互助会あるいは特

別区の互助組合といった福利厚生の団体等の情報、あるいは被服、どのような被服を貸与

しているかといったような福利厚生に関する情報を管理しているシステムでございます。 

 次のページをごらんいただきたいと思います。保有しておりますのは、総務部職員課で

ございます。 

 登録業務といたしましては、人事管理、職員の給与という名称で、この情報システムを

管理させていただいております。 

 今回、ここに、新たに記録項目を追加させていただくということでお諮りしております。

ひし形の黒い丸のところに沿って、内容を説明させていただきたいと思います。条例や制

度の改正によりまして、退職手当の計算方法が今年度より変わります。いわゆる係長・課

長といった職層の経験年数によって、退職金の算定方法が変わってまいりましたために、

退職手当のポイントを累積させるためにそのポイントを記録項目として追加登録させてい

ただきます。 

 それから、勤務評定とございますけれども、新宿区では今年度より、人材育成のカルテ

と申しますか、いわゆる業績や、本人の今年度果たした役割、そういったものに応じて、

給与等あるいは処遇の加算といったような制度が導入されます。それに対する評定ポイン

トというのを今回これに追加して記録させていただきます。業績の評価点ということで、

いわゆる職員がどういった今年度目標を立てて、どのような業績を自分としては上げてい

きたいかといったようなことを４月に申告していただきまして、１年間通じて、それらの

目標に対してどの程度目標が達成できたかということで、業績を評価するポイント、それ

から能力評価点につきましては、本人の企画力ですとか、あるいは積極性、あるいは折衝
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力といったような能力が、今年度どのぐらい発揮できたかといったようなポイント、それ

に対する一次評定、二次評定ということで、上司による評定ポイントが今回から記録され

ます。それによりまして、翌年度のボーナスのポイント加算がされるというようなことに

なります。 

 それから、児童手当でございますけれども、これは法改正によるものでございます。法

改正によりまして、１２歳まで児童手当が支給されることになりました。それとともに、

第１子、２子、３子によって額が変わってまいりますので、その対象児童と、それから第

１子に該当するのかといった区分を記録させていただきます。 

 それから３番目に、昨年の第３回のこの審議会の方にお諮りしているところですけれど

も、システムが更新になりました。それに伴いまして、システムに機能として、職員の顔

写真を記録することができるようになっております。従来は、写真を身分証明書の方に張

りつけておりましたけれど、そういった写真の情報を今回記録の中に、データベースの中

に追加して記録させていただく。 

 それから、通勤経路ですけれども、どの駅からどの電車に乗るかということは、もとも

と記録されているところですけれども、最寄駅から自宅までの通勤経路については、本人

の申請があったものをデジタル情報というか、いわゆるイメージ情報本体、それから指定

記録を提出していただく。それから、年末調整に関する情報として、保険料の控除、住宅

取得の特別控除の項目が今でございませんでした。そのつど手で加除して計算しておりま

したけれど、こういった情報も記録させていただいて、年末調整に対応していこうという

ものでございます。 

 なお、このような一連の作業にかかわるデータの追加入力・登録については、職員課の

職員によって入力をさせるものでございます。これにつきましては今年度、１９年７月か

ら実施をさせていただきたいというふうに考えております。 

 以上でございます。 

○寄本会長  ありがとうございました。それではどうぞ、ご質問、ご意見をお願いしま

す。 

[｢なし｣の声あり] 

 それでは、本件は了承です。どうもご苦労さまでした。どうもありがとうございました。 

 では、もうあと１件ですか。 

○区政情報課長  予定案件は以上です。 

○寄本会長  どうも皆さん、ご協力くださいまして、大変ありがとうございます。ちょ

うど時間もぴったりですね。 

 先ほど私、ああいう唐突な質問をしてしまいましたけれど、それだけ市役所の職員の方

も悩んでいる方が多くて。 

 では、よろしいですか。 

○山口副会長  きょう配付された資料を見ていますと、１枚目の裏に事業の概要という

のが必ず記載されているんですけれど、今までこれがなかったんですよね。すごくわかり

よくなったと。今まではこれを抜きにして、手当たり次第、その資料をいっぱい持ってき

て、ぐちゅぐちゅと口頭で説明を受けていたのですが、この事業の概要でよくわかるよう

になったので、ここを工夫していただいて、結局、新宿区の中にいらっしゃる方はわかる
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んですけれど、我々外部の者には、何が行われているか、もともとわかっていないんです

よね。したがいまして、この事業の概要というのはすごくよかったので、ぜひ継続してい

ただきたいという希望です。よろしくお願いします。 

○寄本会長  ほかに事務局の方からご連絡事項ございますか。 

○区政情報課長  お話しましたように、次回の審議会なんですけれども、会長・副会長

さんと調整させていただきまして、次回の審議会、７月５日の木曜日、午後２時から第２

委員会室、この会議室ですね、この部屋で開催したいと思います。いかがでしょうか。 

○寄本会長  ７月４日の午後がいいという。 

○区政情報課長  すみません。もう一度調整させていただきまして、４日の水曜日、午

後２時からということでよろしいでしょうか。 

○寄本会長  では、７月４日、午後ですね。 

○区政情報課長  場所については、当委員会室を使えればいいんですけれども、後ほど

確認しまして、ご連絡をさし上げます。また、資料につきましては、今回の残りの資料を

審議する形になりますので、残りの部分についてはお持ちいただけますでしょうか。よろ

しくお願いいたします。 

 それから、第３回以降につきましては、予定どおり７月１８日以降、本日お配りした年

間日程のとおりとなっておりますので、よろしくお願いいたします。 

 以上です。 

○寄本会長  全体として、何かご質問ございますか。 

 それでは、きょうはこれで終了させていただきます。どうもありがとうございました。 

 


